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1は じめ に

今 、 大 学 は か っ て な い 厳 しい 環 境 に お か れ て い る が 、 これ を乗 り越 え る た め に は 大 学

自身 の 「変 化 一 改 革 」 が 、 そ の 中 で も 「教 育 改 革 」 が 最 重 要 課 題 で あ る とい う認 識 の 基

に 、本 学 で は 平 成12年 〈2000年 〉度 か ら 「教 育 課 程 の 改 革 」、 「教 養 組 織 の 検 討 」、 「FD活

動 」 等 多 様 な 「教 育 改 革 」 が 始 め られ た 。

平成3年 〈1991年 〉6月 の 大 学 設 置 基 準 の 改 正(い わ ゆ る大 綱 化)に よ っ て 、全 国 の 大

学 が こ ぞ っ て 「教 育政 革 」を 始 め た 時 期 に 、中 部 大 学 に お い て も2年 の議 論 が 重 ね られ 、

平 成7年 〈1995年 〉 「教 育 課 程 」 が 大 き く変 え られ た 。 そ れ か ら6年 が 経 過 した が 、 一 昨

年 学 生 に 対 して行 わ れ た ア ン ケ ー トの 結果 に 見 られ る学 生 の 大 学 教 育 に 対 す る 強 い 不 満 、

ま た改 訂 され た 「教 育 課 程 」 に よ っ て も基 礎 的 学 力 の 定 着 が 十 分 に 行 わ れ て い な い とい

う教 員 の 声 に促 され 、 さ ら に 新 入 学 生 の学 力 の ば らつ き の 拡 大 、 新 入 学 生 の 進 学 目的 の

希 薄 化 等 が 背 景 と な っ て こ の 「教 育 改 革 」 が 始 め られ た 。 そ れ に 加 え て 、 特 に 教 養 教 育

に 関 して は 、 平 成10年 〈1998年 〉の 大 学 審 議 会 の 「21世 紀 の 大 学 像 」 答 申 と平 成12年

〈2000年 〉の 「グ ロ ー バ ル 化 時 代 」 答 申 に お い て 、 「教 養 教 育 の 重 視 、 教 養 教 育 と 専 門 教

育 の 有 機 的 連 携 の確 保 」 の 必 要 性 が改 めて 強 調 され た 。 つ ま り、 中 部 大 学 に 限 らず 我 が

国 の 大 学 で 「教 養 教 育 の 改 革 」 が 真 剣 に取 り組 ま な け れ ば な らな い とい う認 識 が 強 ま っ

て き た。

この よ うな 背 景 を も と に1年 間 議 論 され て 新 しい 「教 養 教 育 」 が 作 られ た が 、 こ の 新

しい 「教 養 教 育 」 は ど の よ うに変 わ っ た の か 、 変 わ っ た 大 き な 変 更 点 は 何 な の か 、 新 し

い 試 み で 始 ま っ た 「総 合 科 目」 の 意 義 は何 な の か とい っ た こ と を 、 本 学 の 教 養 教 育 の 変

遷 を 通 して 考 え て み た い 。 ま た 教 養 教 育課 程 の変 更 と 同 時 に 、 教 養 教 育 に つ い て 議 論 し

実 施 す る組 織 と して 「教 養 教 育 部 」 とい う組 織 が 創 設 され た が 、 こ の新 しい 組 織 の 意 義

は ど うい う と こ ろ に あ る の か とい っ た 点 に つ い て も本 学 の 教 養 教 育 の組 織 の 変 遷 を 通 し

て 考 え て み た い 。 この 時 期 他 の 大 学 に お い て も大 学 改 革 に 非 常 に 大 き な 努 力 が 払 わ れ て

き た が 、 そ の 改 革 の 概 要 を こ の9月 、 大 学 評 価 ・学 位 授 与 機 構 が発 表 した 「国 立 大 学 に

お け る教 養 教 育 の 取 り組 み の 現 状 一 実 状 調 査 報 告 書 一 」(以 下 、「報 告 書 」 と呼 ぶ)に 見

て み た い 。 この 報 告 書 、 ま た 大 学 審 議 会 の 「21世 紀 の 大 学 像 」 「グ ロー バ ル 化 時 代 」 答

申 、 さ ら に ア メ リカ の 一 般 教 育 の 最 近 の 動 向 な ど か ら窺 え る こ とで あ る が 、 これ か らの

教 養 教 育 に は 「基 本 的 な 技 能(読 み 書 きの 能 力 、 論 理 的 ・数 学 的 に 考 え る能 力)」 「広 い

知 識 」等 の 従 来 の 要 素 に 加 え て 、「プ レゼ ン テ ー シ ョ ン ・討 論 能 力 」「理 解 力 」「課 題 発 見 ・

探 求 ・研 究 能 力 」 の 育 成 と い うよ うな 新 しい 要 素 が 求 め られ る よ う に な っ て き て い る。
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これらの新しい要素を考えることは、これからの教養教育、このジャーナル創刊号の主

題である「新世紀における教養教育」を考える際の重要な視点になりそうである。最後

に、この視点のもとで本学の教養教育における新しい試みについて見てみたい。

2中部大学における教養教育の変遷

2．1教養の教育課程の変遷

2．1．1教育課程改訂前（～平成6年〈1994年〉）

 中部工業大学の時代（～昭和58年〈1983年〉）の「教養科目」は、基本的には「一般教

育科目」（人文科学系、社会科学系、自然科学系）36単位、「外国語科目」8単位、「保

健体育科目」4単位であった。単科大学であったので、r一般教育科目」のr自然分野」

の中で行われた科目内容は、段々と工学部の基礎教育科目的な内容に比重が移っていき、

昭和53年＜1978年＞度では「自然分野」という分類はなく、「一般教育・基礎教育科目」

の分類のもとに、「数学（微分積分学I，n、代数学、幾何学）」「応用数学（ベクトル解

析、微分方程式I，I、複素変数関数論、応用数学I，n、統計学）」「力学」「物理学（物

理学I，n、現代物理学、物理学実験I，I）」「化学（化学、化学実験）」「図学」が展開

されており、工学部の基礎科目が次第に充実していった。

 次いで、工学部、経営情報学部、国際関係学部の3学部を擁する中部大学の時代（昭

和59年＜1984年〉～）に入ってからは、「一般教育科目」で行われる「人文分野」「社会分

野」「自然分野」の科目内容が文系理系共通のものとなり、「自然分野」で開講された「数

学」「物理学」「化学」「地学」は3学部共通の内容で展開された。ここで課された単位数

は36単位であった。これは、平成元年＜1989年〉工学部の「一般教育」が26単位になるま

で続いた。それまで「一般教育」の「自然分野」の中の科目は工学部の「基礎科目」に

近いものであったのが、ここで大きく文系理系共通の内容に代わり、「工学部基礎科目」

は」「専門科目」の中で展開されるようになったことが大きな特徴である。「外国語科目」

は工学部、経営情報学部が8単位、国際関係学部だけが12単位必要とされた。これは学

部の性格上取られた措置である。 「保健体育科目」は3学部とも4単位であった。昭和54年

＜1979年〉度より導入された「セメスター制」により、この時期「教養科目」のほとんど

が2単位となった。また、「一般教育科目」の「自然」科目の内容が充実し、平成6年〈1994

年〉の「自然分野」においては「数学A，B」「物理学A，B」「化学A，B」「地球の科学A，

B」 「生物科学」 「数理科学A，B」 「統計学I，I」 「科学技術史」が開講された。

2．1．2教育課程改訂後（平成7年〈1995年〉～）

 全国の大学で大綱化に沿い教育改革が行われる中、本学でも平成7年＜1995年〉、教養

のr教育課程」が大きく改訂された。r教養教育」の変更点を見ると、それまでのr一般

教育科目」がr共通基礎科目」（この中にr文章表現」rプラクテイカル英語」r健康科学」

r情報処理入内」r国際情勢入門」が設置）とr主題科目」（この申をr文化と歴史」r杜
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会のシステム」「自然と環境」「健康とスポーツ」の4分野に分ける）にまとめられた。

この中のr共通科目」から4単位以上を、r主題科目」から19単位以上、さらにr外国

語」から4単位以上、これらを合わせて28単位以上を教養関係の科目から取るように改

訂された。また、この「教育課程」の改訂により「自由科目制」が取り一入れられた。こ

れにより、「教養科目」でも「専門科目」でも自分の興味ある科目が一定単位数（工学部

20単位、経営情報学部、国際関係学部30単位）まで取れるようになった。この制度は、

専攻する学部・学科以外の学部・学科の科目を取ってそれを副専攻とする「副専攻」制

度に対応するためのものである。

 次いで、平成10年＜1998年＞に人文学部が、平成13年＜2001年＞から応用生物学部が設

置され、総合大学としての歩みが始まった。平成12年＜2000年＞までは、平成7年〈1995

年＞の改革「教育課程」と基本的に同じ体制がとられてきた。人文学部は、「共通科目」

4単位以上、主題科目をr文化と歴史」r社会のシステム」各8単位以上、r自然と環境」

4単位以上、r健康と科学」1単位以上、r外国語科目」8単位以上とr外国語」の単位

が他の学部に比べて多く取られていた。「自由科目」は31単位であった。

 冒頭にも書いたように、平成12年＜2000年〉から「教育改革」の議論が始まり、平成13

年＜2001年〉から改革された「教養教育」が始められた。この中で、大きく変わった点は、

それまでの「共通基礎」「主題科目」「外国語科目」が、「総合科目」「情報リテラシー」

「人文科学分野」「社会科学分野」「自然科学分野」「健康とスポ』ツ」「外国語科目」に

編成替えがなされた点である。前回の「教養科目」においては、大学教育のリテラシー

科目として「文章表現」「プラクティカノレ英語」「健康科学」「情報処理入門」「国際情勢

入門」が「共通基礎科目」に集められ新入生に用意されていたが、新入生の学力のばら

つきが大きくなってきたこと、また進学進路・目的の希薄化等、近年の学生の意識に大

きな変化が出てきたので、「プラクティカル英語」を「外国語科目」の申で学力別のコー

スに分けて行われる「フレッシュマン英語」に、また「情報処理入門」は「情報リテラ

シー」分野の中に入れるなどのきめ細かい「教育課程」に変更された。さらに進学進路・

目的が希薄化した学生に対して、勉学の目的意識を持たせるための科目としてr総合科

目」が新設された。r人文科学分野」r社会科学分野」r自然科学分野」r外国語科目」各

4単位以上、r健康とスポーツ」2単位以上、r教養教育科目」全体で28単位以上と教養

関係の全体の単位数は以前と同じとされた。r自由科目」も以前同様の単位数である。

 大綱化を受けての教育改革前後に分けてその間の教養系教育の単位数の変遷を見ると、

大綱化以前は、工学部では「教養科目」（一般教育26単位、外国語8単位、保健体育4

単位）38単位と教養的科目としてのr専門基礎科目」10単位計48単位で、卒業要件単位

128単位の37．5％を占めていた。経営情報学部では、「専門基礎科目」はなかったので、

教養科目48単位で卒業要件単位128単位の37．5％であり、国際関係学部は「教養科目」

48単位で卒業要件単位132単位の36．4％であった。大綱化以後は、工学部では「教養科

目」28単位と「専門基礎科目」12単位計40単位で卒業要件単位（124単位カ）らr自由科
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目」単位20を減じた）104単位の39％になった。他の学部では、「教養科目」28単位で

卒業要件単位（124単位から「自由科目」単位30を減じた）・94単位の30％になった。

2．1．3全国の大学における「教養の教育課程」の変遷の特徴

 ここで、国立大学における「教養の教育課程」の変遷の特徴を、報告書のまとめから

見ておこう。「教養教育」と「専門基礎科目」のような教養的な教育の大学教育全体に占

める割合を見ると、大綱化以前は「人文」「社会」及び「自然」の3分野に渉り36単位

の「一般教育科目」、8単位の「外国語科目」、講義及び実技4単位の「保健体育科目」

が大学設置基準により規定されていた。これらを「一般教養科目」に関する科目と見な

せば、卒業要件単位数124単位のうち約39％が「一般教育」に関する科目であったこと

になる。大綱化以後は、この割合（r一般教養教育」の授業科目と一般教養的内容と専門

的内容を併せ持つ教育の授業科目の卒業要件単位数の割合）が約33％になっていること

である。大綱化前後において6ポイント減少している。中部大学のこの間の変化と比べ

ると、工学部においては大綱化前後において全国的には6ポイント減っているのに対し

て、本学の方はほとんど減っていない。経営情報学部、国際関係学部では全国の大学と

同じ程度減少している。このことは、本学の工学部が、この大綱化の中で教養教育を弱

めることなく重視していたことが窺える。

 大綱化以後、国立大学でr教養教育」の内容として組み込まれて一いる要素が何である

かを、報告書の中から見てみると、全大学94校が「外国語によるコミュニケーション能

力の育成」「外国語の習得を通じた外国文化の理解」「情報リテラシーの向上」を挙げて

いる。1校を除いた全ての大学は「2つ以上の外国語を習得」「健康な生活を営む能力の

向上」をも上げており、外国語、情報リテラシー、運動・スポーツといった基盤的な教

育科目がほとんどの大学で組み込まれている。また「自らの文化に対する理解の促進」

「世界の多様な文化に対する理解の促進」「人文科学、社会科学、自然科学各専門の基礎

的な知識及び方法の修得」「環境問題に対する理解の促進」「社会問題に対する理解の促

進」といった要素も2大学をのぞいて組み込まれており、これらは教養教育の中核的な

内容と考えられている。これらは、本学でも教養教育のr柱」として考えられ具体化さ

れた内容である。さらに報告書は、「プレゼンテーション能力の育成」「討論能力の育成」

「課題発見能力の育成」などは、現在取り組む方向で検討している大学が10校程度と多

くなってきており、新たに教養教育内容に必要な要素として認識されてきていると指摘

しているゲ、本大学でもこれからの教養教育の重要な内容として具体化することが必要

であると考えられる。

2．2教養教育組織の変遷

2．2．1教育課程改訂前（～平成6年く1994年〉）

 上記のような教養教育を行う組織として昭和47年＜1972年〉まではr人文科学系列、社

会科学系列、教職課程系列、自然科学系列、基礎教育系列、外国語系列、保健体育系列」
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の体制が、昭和48年〈1973年〉から昭和52年＜1977年〉までは「人文・社会科学・教職課

程系列、自然科学・基礎科学系列、外国語系列、保健体育系列」の体制が、昭和53年〈1978

年〉から昭和58年〈1983年〉までは「人文・社会・教職系列（人文、社会、教職の各分野）、

数学系列、自然系列（自然、物理、化学、工学基礎、情報、図学の各分野）、外国語系列、

保健体育系列」の体制がとられた。

 3学部時代（昭和59年〈1984年〉～平成9年〈1997年〉）に入ってからは、基本的には工

学部、経営情報学部、国際関係学部の3学部に各系列、教室が分属していた。昭和59年

〈1984年＞～昭和62年＜1987年〉の間は、それまでの「自然系列」が一般教育の自然分野を

担当する「自然系列」と工学部の専門基礎を担当する「工学基礎系列」に分けられ、「自

然系列」「保健体育系列」「教職系列」が工学部に、「社会系列」が経営情報学部に、「人

文系列」「外国語系列」が国際関係学部に分属していた。その上で教養教育を統轄して実

施する組織として「教養課程」が設置され、ここには教養課程主事が置かれ、人事も協

議されていた。昭和63年＜1988年＞～平成5年＜1993年〉の間は、工学部の「専門基礎」の

みを担当する「工学基礎系列」と、数学関係科目を担当する「自然第1系列」、理学関係

を担当する「自然第2系列」に編成替えされた。平成5年〈1993年＞には「教職系列」が

工学部から、国際関係学部に移された。

2．2．2教育課程改訂後（平成7年〈1995年〉～）

 教育課程改訂前年の平成6年から、「工学基礎系列」、「自然第1系列」「自然第2系列」

が再編され、工学基礎実験のみを行う「工学基礎教室」と「教養教育」の「情報」も行

う「情報教室」に、「自然第1系列」と「自然第2系列」を併せて「理学教室」とされた。

そして「理学教室」「情報教室」「健康科学教室」が工学部に、「社会教室」が経営情報学

部に、「人文教室」「外国語教室」「教職課程」が国際関係学部に分属した。そして、この

年「教養課程」がなくなり、各教室の連絡調整を図る「教養教育運営委員会」が置かれ

た。この組織替えは、平成7年からの新教育課程の実施を念頭において実施されたもの

である。

 平成10年4月に人文学部が設置され4学部体制となった時には、r理学教室」r情報教

室」r健康科学教室」r人文教室」r社会教室」r外国語教室」が各学部に分属した。その

上で「教養教育」を一括して行う組織としての「大学教育センター」が平成10年＜1998年〉

6月に設置され、センター長として副学長を充てることになっていたが、任命には至ら

なかった。「大学教育センター」の規程が平成11年＜1999年＞4月に改正され、センター

に教授会が設置され、センター長として副学長又は教授をもって充てることになった。

なお、各教室の連絡調整を図り教育課程の編成に関する事項を審議する「教養教育運営

委員会」はr大学教育センター」の下に置かれた。規程上、センター長は教育課程の編

成、教養教育の実施に関する事碩、担当教員の人事の統轄を行うことになっていたが、

このような事項の統轄を行うことの出来る権限は与えられておらず、責任をもって教養
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教育の任に当たる組織体制になっていなかった。平成12年＜2000年＞4月より、「大学教

育センター」は廃止となり、「大学教育研究センター」が発足した。この「大学教育研究

センター」は「大学院教育も含めた大学教育全般についての改革、質的向上に資するこ

とを目的」として作られたものであり、教養教育を一括して責任を持つ組織としては存

在しておらず、教養教育は各教室の責任の基に行われている状況であった。このような

教養組織の不備を解決するべく、平成13年＜2001年〉4月より、教育課程の編成、教養教

育の実施に関する事項、担当教員の人事を責任を持って担当できる組織として「教養教

育部」が発足した。

2．2．3全国の大学における教養教育組織の変遷の特徴

 大綱化により、全国の大学において教養教育の実施組織が大きく変わった。報告書に

拠れば、国立大学では大綱化以前は教養教育はほとんど「教養部」によってなされてい

たが、大綱化以後は「教養部」は1校のみとなり、ほとんど「全学部の代表からなる委

員会又はセンター等の調整のもとでの、学部による授業担当の分担」（58％）でなされ

るようになった。私立大学も含めた全大学の調査は、平成8年〈1996年＞に大学基準協会

によりなされ、「委員会を設け、全学的に実施する」が4割に達していることが報告され

ている。このように、大綱化により、全国の大学の大半において教養教育を行う独立し

た担当組織（教養部のような組織）が消え、各学部による教養教育の分担の形（分属形

態）が主流となった。委員会等で全学的な教養教育の検討はなされるものの、責任部局

がほとんどの大学でなくなったのであるが、このことと上で見た教養教育の卒業要件に

占める割合のこの問の6ポイント減少ということとは無関係ではないであろう。

 各学部で教養教育を分担することになったため、これを統括するための組織として非

常に多様な形態がとられるようになった。教養教育運営委員会、全学教養教育委員会、

共通教育等運営委員会、教養基礎運営委員会、教養教育実施機構などである。これらの

組織はより上位の大学教育全般に関わる組織の下部組織である場合が多いが、それらと

並列して設置されている大学もある。本学では、上に見たように丁度この時期r教養課

程」という教養教育に責任をもつ組織がなくなって、全学共通の教養教育を議論する場

として「教養教育運営委員会」が作られたが、やはり、十分に教養教育全般について議

論す’ることが出来なかった。「教養教育の重視を」という平成10年＜1998年〉の大学審議

会の「21世紀の大学像」答申と平成12年＜2000年＞の「グローバル化時代」答申を受け、

1年間の議論の末、「教養教育部」という教養教育に責任をもつ部局が作られた。この組

織は単に昔の「教養部」のように学部と独立した部局として作られたのではなく、各教

室の教員は各学部に属しながら、同時にこの「教養教育部」に属するという新しい型の

組織形態を持つものとして作られた。この新しい型の組織形態は、以下で議論する「教

養教育に求められている新しい教養教育の要素」を行っていく際のいろいろな問題を解

決出来る可能性を持っていると考えられる。
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3教養教育の新しい試み

3．1教養教育に求められる新しい要素

大綱化を契機として、教養教育が「教養部」解体という組織上の大きな変化を伴って、

教養教育の大学教育の中に占める割合が減っていった。そして平成10年＜1998〉年の「2

1世紀の大学像」答申と平成12年＜2000〉年の「グローバル化時代」答申に見られるよう

に、世紀の変わり目に当たって、「教養教育の重視」が言われるようになった。また、報

告書にあるように「プレゼンテーション能力の育成」「討論能力の育成」「課題発見能力

の育成」などが、多くの大学で現在取り組む方向で検討され始めた。さらに、アメリカ

においても、ここ中部大学の姉妹校オハイオ大学の例であるが、22年ぶりに「一般教育」

の見直しがなされている。この見直し案においては、「卒業生を、加速度的に変化する世

の中で成功できるように、また実行力があり、創造的で、責任能力のある生活に導くた

めに大学は何が出来るか」を考え方の出発点として、「基本的な技能（読み書きの能力、

論理的・数学的に考える能力）」「広い知識」「理解力」「探求・研究能力」を一般教育の

要素としている。このように、近年教養教育に求められる要素としては、「基本的な技能」

「広い知識」等のオーソドックスな要素に加えて、「プレゼンテーション・討論能力の育

成」「理解力の育成」「課題発見・探求・研究能力の育成」が加わってきているのが特徴

である。これらの要求に応える教養教育が、これからの大学に求められると考えるとき、

今の大学の「教養教育」と位置づけられている科目だけでこれらの要素を教育すること

が可能であろうか。「プレゼンテーション。討論能力」「理解力」「課題発見・探求・研究

能力」の育成は決して「教養教育科目」の中だけで達成されるものではなく、「専門教育」

の中においても培われることが要求されるものである。このような要素は「教養教育」

にだけ求められるのではなく、「教養教育」と「専門教育」の両方で受け持たなくてはな

らない要素である。「専門教育と教養教育の有機的連携の確保」をすることにより、初め

て可能になる教育である。

3．2教養教育の新しい試み

 このような視点から、今回の教養教育の新しい試みを点検してみよう。この度の教養

教育改訂により、今までのr共通基礎」r主題科目」r外国語科目」を、r総合科目」r情

報リテラシー」r人文科学・社会科学・自然科学分野」r健康とスポーツ」r外国語科目」

に編成替えを行った。前のr共通基礎」の中のrプラクテイカル英語」をr外国語科目」

の中で学力別コ』スに分けて行う「フレッシュマン英語」に、また「情報処理入門」は

「情報リテラシー」分野に入れる等の教育課程に編成した。これらの改訂は、「基本的技

能」の育成に一層効果を上げるのに効果があり、「人文科学・社会科学・自然科学分野」

の科目を全学部の学生が少なくとも4単位以上取ることを要求する事により、r広い知

識」を得るのに効果があるものと予想される。そして、新入生に対して勉学の目的意識

を持たせ、’総合的な見方を養う目的で「総合科目」が新設された。この「総合科目」の
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中でなされた講義は、学長はじめ全学部の専門の先生方に参加をしていただき、ゼミナー

ルも学部の先生に行っていただいた。r教養科目」を専門の先生方にやっていただきr専

門教育」と「教養教育」の有機的連携が行われたという意味でも新しい試みであった。

少人数のゼミナールにおいてはまさに新しい要素に挙げられている「プレゼンテーショ

ン・討論能力」「課題発見・探求・研究能力」の育成に効果があるものと考えられる。

 さらに、学部に分属した教室を横断的に組織した新しい組織形態の「教養教育部」が

作られたことは、「専門教育」と「教養教育」の有機的連携を達成するのに大きな可能性

をもったことを意味する。「専門基礎科目」は重要な教養教育の内容であるが、教養教育

の立場からこれを検討するためには、学部に分属しながら教養教育部に属するこの度の

「教養教育部」という組織が非常に有効であると考えられる。また、総合科目の立案、

実施についてもr学部」と共同する必要があるが、この場合もこのr教養教育部」とい

う組織が生きてくると考えられる。さらに今後、「副専攻」という制度が重視されるよう

になることが予想されるが、その場合もこの「教養教育部」という組織が重要な役割を

持たなくてはならないだろう。

                  （教養教育部長補佐・教授 工学部 理学教室）
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